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総  括 
 

１．久留米市市勢 
 

 

（令和６年４月１日現在）  

 
 総 人 口 300,516 人   

 男 性 142,675 人   

 女 性 157,841 人   

 世 帯 数 142,025 世帯  

 １ 世 帯 当 り 2.12 人   

 面 積 229.96ｋ㎡  
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２．新総合計画第４次基本計画施策の体系における保健福祉関連事業 

大分類 中分類 小分類 事業 担当

四季と歴史が見えるまち ①季節感あふれる水と緑の空間の創出

②魅力ある歴史資源の活用

快適な都市生活を支えるまち ①ネットワーク型のコンパクトな都市の形成

②快適な都市環境の確保

外で活動したくなるまち ①集い、楽しむ空間の創出
②快適な移動環境の形成

環境を育み共生するまち ①低炭素・循環型社会の構築

②自然環境の保全と生活環境の向上 食品衛生協会助成事業 衛生対策課
狂犬病予防対策事業 衛生対策課
動物愛護事業 衛生対策課
譲渡犬猫の健康管理事業 衛生対策課
どうぶつ「YOU・友」事業推進協議会助成事業 衛生対策課
飼い主のいない猫の不妊・去勢手術支援事業 衛生対策課

人権の尊重と男女共同参画が確立されたまち ①人権意識の確立と人権擁護の推進 障害者差別解消推進事業 障害者福祉課
障害者虐待防止対策事業 障害者福祉課
成年後見促進事業 障害者福祉課
成年後見推進事業 長寿支援課
成年後見制度利用支援事業 長寿支援課
要保護児童対策地域協議会事業 家庭子ども相談課
養育環境改善家事援助事業 家庭子ども相談課
支援対象児童等見守り強化事業 家庭子ども相談課
子どもの権利等啓発事業 家庭子ども相談課
保育所入所支度金奨励金事業 子ども保育課

②男女共同参画の推進 婦人保護事業 家庭子ども相談課
婦人保護移送費 家庭子ども相談課
ＤＶ対策支援事業 家庭子ども相談課

安全で安心して暮らせるまち ①総合的な危機管理の強化 災害見舞金支給事業 生活支援第１課
災害援護資金貸付事業 生活支援第１課

②暮らしの安全対策の推進

心豊かな市民生活を創造するまち ①創造的な文化芸術活動の推進
②生涯学習・スポーツの振興

多様な市民活動が連帯するまち ①地域コミュニティの活性化

②市民活動の活性化 要援護団体助成事業 生活支援第１課

子どもの笑顔があふれるまち ①安心して産み、育てられる環境の充実 母子保健事業 こども子育てサポートセンター

乳幼児発達相談診査事業 こども子育てサポートセンター

生涯を通じた女性の健康支援事業 こども子育てサポートセンター

未熟児養育医療給付事業 こども子育てサポートセンター

小児慢性特定疾病医療給付事業 健康推進課
小児慢性特定疾病児童等自立支援（ピアカウンセリング）給付事業 健康推進課
小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業 健康推進課
育成医療給付事業 こども子育てサポートセンター

特定不妊治療費助成事業 こども子育てサポートセンター

子育て世代包括支援事業 こども子育てサポートセンター

妊産婦総合支援事業 こども子育てサポートセンター

子ども医療費助成制度 医療・年金課
こども計画等推進事業 子ども政策課
家庭子ども相談事業 家庭子ども相談課
子育て交流プラザ運営事業 こども子育てサポートセンター

すくすく子育て２１事業 こども子育てサポートセンター

ファミリー・サポート・センター事業 こども子育てサポートセンター

地域子育て支援センター事業 こども子育てサポートセンター

エンゼル支援訪問事業 こども子育てサポートセンター

子育て支援交流事業 子ども保育課
つどいの広場事業 こども子育てサポートセンター

児童センター運営事業 こども子育てサポートセンター

結婚・妊娠・出産・子育て希望支援事業 子ども政策課
こども子育てサポートセンター

保育所給食充実事業 子ども保育課
食で育む子どもの未来事業 子ども保育課
子育て短期支援事業 家庭子ども相談課
子ども・子育て支援基金運用事業 子ども政策課
学童保育所整備・運営事業 子ども政策課
病児保育事業 子ども政策課
延長保育事業 子ども保育課
一時預かり事業 子ども保育課
医療的ケア児保育支援事業 子ども保育課
私立保育所・認定こども園運営費助成事業 子ども保育課
私立保育所・認定こども園施設整備事業 子ども保育課
公立保育所施設・備品整備事業 子ども保育課
公立保育所環境整備事業 子ども保育課
保育団体等助成事業 子ども保育課
届出保育施設助成事業 子ども保育課
産休等代替職員雇用費助成事業 子ども保育課
特別支援保育事業 子ども保育課
保育士・保育所支援センター事業 子ども保育課
保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業 子ども保育課
待機児童対策事業 子ども保育課
児童手当 家庭子ども相談課
妊娠出産応援給付金給付事業 家庭子ども相談課

②子どもの健やかな育ちの保障 発達支援事業 幼児教育研究所
青少年の非行を生まない社会づくり事業 青少年育成課
若者相談支援事業 青少年育成課
ヤングケアラー支援事業 こども子育てサポートセンター

子どもの笑顔給付金給付事業 家庭子ども相談課

③未来へつながる教育と学びの充実

④安心して学べる教育環境づくりの推進

健康で生きがいがもてるまち ①こころと体の健康増進 精神保健法定業務 保健予防課
こころのケア対策推進事業，自殺予防対策事業 保健予防課
健康のびのびプロジェクト事業 健康推進課
健康ウォーキング事業 健康推進課
健康推進ボランティア団体助成事業 健康推進課
久留米赤十字会館プール整備・運営助成事業 健康推進課
結核検診事業 健康推進課
特定健康診査・特定保健指導 健康推進課
健康増進事業 健康推進課・地域保健課
栄養指導事業 健康推進課
健康増進対策事業 健康推進課
骨髄等移植ドナー助成事業 健康推進課
口腔衛生週間の推進事業 健康推進課
障害者歯科健診助成事業 健康推進課
特定疾患治療研究事業及び特定医療費（指定難病）給付事業 健康推進課
難病患者地域支援対策推進事業 健康推進課
在宅人工呼吸器使用特定疾患患者訪問看護治療研究事業 健康推進課
肝炎治療特別促進事業 健康推進課
石綿健康被害救済給付事業 健康推進課
先天性血液凝固因子障害等治療研究事業 健康推進課
久留米市生きがい健康づくり財団助成事業 総務医薬課
地域保健センター運営事業 地域保健課

②保健医療体制の充実 医務等指導管理事業 総務医薬課
薬務等指導管理事業 総務医薬課
久留米市献血推進協議会助成事業 総務医薬課
食品衛生事業 衛生対策課
生活衛生事業 衛生対策課
結核公費負担医療費給付事業 保健予防課
感染症予防対策事業 保健予防課
特定感染症予防対策事業 保健予防課
新型コロナウイルス感染症対策 保健所
新型コロナウイルスワクチン接種事業 保健予防課
予防接種事業 保健予防課
救急の日広報事業 総務医薬課
厚生統計調査事業 総務医薬課
医師会等助成事業 医療・年金課
地域医療連携事業 医療・年金課
救急医療体制整備 医療・年金課
小児救急医療事業 医療・年金課

誇りがもてる美しい都市
久留米

市民一人ひとりが輝く都
市久留米

水
と
緑
の
人
間
都
市
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③高齢者・障害者の社会参加の推進 老人いこいの家整備・運営事業 長寿支援課
三潴総合福祉センター管理運営事業 長寿支援課
田主丸老人福祉センター管理運営事業 長寿支援課
老人農園 長寿支援課
敬老祝金事業 長寿支援課
老人クラブ助成事業 長寿支援課
高齢者社会参加促進事業 長寿支援課
身体障害者相談員 障害者福祉課
知的障害者相談員 障害者福祉課
障害者相談支援事業 障害者福祉課
障害者地域活動支援センター運営事業 障害者福祉課
在日外国人障害者給付金事業 障害者福祉課
心身障害者扶養共済掛金補助事業 障害者福祉課
自立支援医療（更正医療） 障害者福祉課
障害者居宅介護等給付事業 障害者福祉課
短期入所事業 障害者福祉課
障害児通所支援事業 障害者福祉課
日中活動給付事業 障害者福祉課
療養介護給付事業 障害者福祉課
移動支援事業 障害者福祉課
重度身体障害児・者日常生活給付事業 障害者福祉課
日中一時支援事業 障害者福祉課
重度身体障害児・者訪問入浴サービス事業 障害者福祉課
障害児・者発達支援事業（心理リハビリテイション事業） 障害者福祉課
身体障害児・者補装具の支給（購入・修理）事業 障害者福祉課
重度身体障害児・者日常生活用具給付事業 障害者福祉課
軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業 障害者福祉課
自動車運転免許所得助成事業 障害者福祉課
身体障害者用自動車購入・改造費助成事業 障害者福祉課
身体障害者福祉電話設置事業 障害者福祉課
福祉タクシー料金一部助成事業 障害者福祉課
障害者施設支援給付事業 障害者福祉課
障害者居住支援事業 障害者福祉課
総合福祉会館運営事業 障害者福祉課
障害者団体助成事業 障害者福祉課
障害者福祉啓発事業 障害者福祉課
久留米市障害者ふれあいスポーツ大会 障害者福祉課
手話奉仕員等派遣事業 障害者福祉課
重度障害者入院時コミュニケーション支援事業 障害者福祉課
手話奉仕員等養成事業 障害者福祉課
障害支援区分認定事業 障害者福祉課
障害児タイムケア事業 障害者福祉課
障害児等療育支援事業 障害者福祉課
重症心身障害児・者地域生活支援事業 障害者福祉課
災害時コミュニケーション支援事業 障害者福祉課
障害者優先調達推進事業 障害者福祉課

お互いのやさしさと思いやりの見えるまち ①支え合う地域づくりの推進 地域福祉計画策定推進・支え合いの仕組みづくり事業 地域福祉課
社会福祉審議会 地域福祉課
民生委員協議会助成・一斉改選事業 地域福祉課
保護司会助成事業 地域福祉課
社会福祉法人等指導監査 地域福祉課
（福）久留米市社会福祉協議会助成 地域福祉課

②高齢者・障害者福祉の充実 社会福祉施設整備・運営費助成事業 長寿支援課
軽費老人ホーム運営費助成事業 長寿支援課
高齢者福祉計画策定・推進事業 長寿支援課
緊急通報装置貸与事業 長寿支援課
高齢者福祉電話設置事業 長寿支援課
高齢者住宅改造事業 介護保険課
高齢者福祉施設等整備促進事業 介護保険課
老人保護措置費 長寿支援課
高齢者日常生活用具給付事業 長寿支援課
生活支援ハウス運営事業 長寿支援課
在日外国人高齢者給付金事業 長寿支援課
生活支援ショートステイ事業 長寿支援課
第１号訪問・通所事業 介護保険課・長寿支援課
介護予防把握事業 長寿支援課
介護予防普及啓発事業 長寿支援課
地域介護予防活動支援事業 地域福祉課・長寿支援課・地域保健課

地域リハビリテーション活動支援事業 長寿支援課
在宅医療・介護提携推進事業 健康推進課
認知症総合支援事業 長寿支援課
地域ケア会議推進事業 長寿支援課
生活支援体制整備事業 地域福祉課
給付適正化事業 介護保険課
介護相談員派遣事業 介護保険課
住宅改修支援事業 介護保険課
家族介護支援事業 長寿支援課
高齢者配食サービス事業 長寿支援課
認知症サポーター等養成事業 長寿支援課
認知症高齢者見守り事業 長寿支援課
介護サービス事業者支援事業 介護保険課
重度心身障害者住宅改造費助成事業 障害者福祉課
障害者福祉施設整備促進事業 障害者福祉課
障害者地域活動支援センターⅢ型・共同作業所助成 障害者福祉課
総合福祉会館整備事業 障害者福祉課
久留米市障害者計画策定・推進事業 障害者福祉課
重度障害者医療費助成制度 医療・年金課

③生活困窮や子どもの貧困対策の充実 ひとり親家庭等医療費助成制度 医療・年金課
子ども食堂事業費補助金 子ども政策課
母子生活支援施設事業 家庭子ども相談課
母子寡婦福祉会助成事業 家庭子ども相談課
母子父子寡婦福祉資金貸付事業 家庭子ども相談課
ひとり親支援事業 家庭子ども相談課
ひとり親サポートセンター事業 家庭子ども相談課
ひとり親家庭等の子どもの育み支援事業 家庭子ども相談課
養育費確保支援事業 家庭子ども相談課
児童扶養手当 家庭子ども相談課
子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 家庭子ども相談課
子育て世帯等臨時特別支援事業 家庭子ども相談課
住民税非課税世帯等臨時特別給付金 健康福祉部総務
生活困窮者自立支援事業 生活支援第２課

知恵と技術を創造するまち ①多様な地域産業の創出と振興
②魅力ある農業の振興
③多様な人材が活躍する労働環境の整備

アジアに開かれたまち ①学術研究都市づくりの推進
②国際性豊かな地域づくりの推進

人と情報が行き交うにぎわいのあるまち ①にぎわいと憩いの創出
②魅力ある観光の振興

拠点都市の役割を果たすまち ①シティプロモーションの強化
②高度医療都市の推進
③都市間連携の推進

協働によって築かれるまち ①市民との協働の推進

機能的でコンパクトな行政経営を進めるまち ①効率的で質の高い行財政運営の推進

②変革に対応できる職員の育成
③計画行政の推進

活力あふれる中核都市久
留米

基本計画（構想）推進に
当たって
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３．令和６年度保健福祉予算概要 
 

一般会計･･････723 億 9,600 万円 

（歳出）                     （歳入） 

226億 30.8% 327億 44.5%

141億 16.9% 275億 39.2%

114億 15.7% 105億 13.7%

28億 6.7% 5億 1.0%

22億 3.2% 2億 0.3%

11億 2.1% 6億 1.3%

94億 12.9% 723億 100.0%

38億 5.4% 5.6%

45億 6.3% 6.6%

723億 ###

児童福祉費 5400万円 一般財源 9400万円
障害者福祉費 2300万円 国庫支出金 7000万円

その他 5200万円

生活保護費 2300万円 県支出金 700万円
保健衛生費 7300万円 負担金 9100万円

合計 9600万円
人件費 2300万円

医療助成費 9700万円 市債 8200万円
高齢者福祉費 6100万円

その他 4700万円
合計 9600万円

特別会計繰出金 9300万円

児童福祉費

31.3%

障害者福祉費

15.8%生活保護費

19.5%保健衛生費

4.0%

医療助成費

3.1%

高齢者福祉費

1.6%

特別会計繰出

金

13.1%

人件費

5.3%

その他

6.3%
児童福祉費

障害者福祉費

生活保護費

保健衛生費

医療助成費

高齢者福祉費

特別会計繰出金

人件費

その他

一般財源

45.3%

国庫支出金

38.1%

県支出金

14.5%

負担金

0.8%

市債

0.4%

その他

0.9%

一般財源

国庫支出金

県支出金

負担金

市債

その他

 

 

 

国民健康保険事業特別会計･･････332 億 2,300 万円 

（歳出）                      （歳入） 

230億 235億
88億 57億
2億 38億
9億 1億

332億 332億

保険給付費 9800万円 県支出金 5100万円
国保事業費納付金 9400万円 保険料 5400万円
保健事業費 9200万円 繰入金 1200万円
その他 3900万円 その他 600万円
合計 2300万円 合計 2300万円

保険給付費

69.5%

国保事業費

納付金

26.8%

保健事業費

0.9%

その他

2.8%

保険給付費

国保事業費納付金

保健事業費

その他
県支出金

70.9%

保険料

17.3%

繰入金

11.5%

その他

0.3%

県支出金

保険料

繰入金

その他
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後期高齢者医療事業特別会計･･････55 億 7,600 万円 

（歳出）                      （歳入） 

 

54億 40億
総務費・その他 1億 繰入金・その他 15億
合計 55億 合計 55億

保険料 2300万円
6600万円 5300万円

7600万円

広域連合納付金 1000万円

7600万円

広域連合納

付金

97.0%

総務費・

その他

3.0%

広域連合納付金

総務費・その他
保険料

72.1%

繰入金・

その他

27.9%

保険料

繰入金・その他

 

 

介護保険事業特別会計･･････289 億 2,400 万円 

（歳出）                      （歳入） 

 

273億 62億
5億 75億
8億 66億
1億 38億

289億 46億

289億

県支出金 1100万円

第１号保険料 9500万円保険給付費 7100万円
地域支援事業費 6400万円

国庫支出金 3800万円総務費 2000万円
第２号保険料 2000万円

その他 6900万円
一般会計繰入金 4600万円合計 2400万円
その他 1400万円
合計 2400万円

保険給付費

94.6%

地域支援

事業費

2.0%

総務費

2.8%
その他

0.6%

保険給付費

地域支援事業費

総務費

その他

第１号保険

料

21.8%

第２号保険

料
（支払基金交

付金）

26.0%

国庫支出金

22.9%

県支出金

13.2%

一般会計

繰入金

16.0%

その他

0.1%

第1号保険料

第2号保険料

（支払基金交付金）
国庫支出金

県支出金

一般会計繰入金

その他
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母子父子寡婦福祉資金事業特別会計･･････１億 5,000 万円 

（歳出）                      （歳入） 

1億 1億
その他 2750万円 その他 250万円
合計 5000万円 合計 5000万円

貸付事業費 5367万円 一般会計繰入金 500万円
公債費 6883万円 繰越金 8200万円

貸付事業収入 6050万円

貸付事業費

35.8％

公債費

45.9%

その他

18.3％

貸付事業費

公債費

その他

貸付事業収

入

40.3%

一般会計繰

入金

3.3%

繰越金

54.7%

その他

1.7%

貸付事業収入

一般会計繰入金

繰越金

その他
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４．保健福祉基礎データ表 

◎人口                                           単位：人 

区   分 
平成 22年 

（2010年） 

平成 29年 

（2017年） 

平成 30年 

（2018年） 

令和元年 

（2019年） 

令和２年 

（2020年） 

令和３年 

（2021年） 

令和４年 

（2022年） 

令和５年 

（2023年） 

令和６年 

（2024年） 

世 帯 数 116,664 132,122 133,555 134,537 136,444 138,003 138,566 140,549 142,025 

総 人 口 302,402 306,211 305,581 304,703 304,705 304,079 302,122 301,612 300,516 

０～14歳 43,720 43,230 42,829 42,715 42,609 42,338 41,668 41,158 40,421 

15～64 歳 189,948 183,885 182,307 180,393 179,474 178,193 176,335 176,262 175,578 

65 歳～ 66,194 79,096 80,445 81,595 82,622 83,548 84,119 84,192 84,517 

＊平成 17年～平成 22年（国勢調査） 平成 29年～令和 6年（住民基本台帳、４月１日現在） 

◎障害者福祉 

 障害の程度・種類別にみた身体障害児・者数（身体障害者手帳交付者数）            単位：人 

区   分 視 覚 障 害 
聴覚・平衡 

機 能 障 害 

音声・言語 

そ し ゃ く 機 能 障 害 
肢体不自由 内 部 障 害 計 

１    級 289 91 0 1,000 2,334 3,714 

２    級 243 256 11 1,124 47 1,681 

３    級 41 115 67 923 493 1,639 

４    級 50 249 46 1,613 696 2,654 

５    級 89 3 0 693 0 785 

６    級 46 454 0 390 0 890 

計 758 1,168 124 5,743 3,570 11,363 

構 成 比 6.7 10.3 1.1 50.5 31.4 100 

＊令和６年４月１日現在 

 

 障害の程度別にみた知的障害児・者数（療育手帳交付者数）                  単位：人 

区   分 総 数 A1（最重度） A 2（重度） A3（重度重複） B 1（中度） B 2（軽度） 

総   数 3,089 645 690 47 770 937 

知的障害児 853 95 136 9 149 464 

知的障害者 2,236 550 554 38 621 473 

※Ａ１はＡを、Ｂ１はＢを含む                         ＊令和６年４月１日現在 

 

 障害の程度別にみた精神障害者数（精神障害者保健福祉手帳交付者数） 

区   分 人   数 単位：人 

１   級 198  

２   級 3,121  

３   級 1,310  

計 4,629  

＊令和６年４月１日現在 

 

 障害者相談員の状況                           単位：人 

区   分 定   数 男 女 計 

身体障害者相談員 10 6 4 10 

知的障害者相談員 10 0 7 7 

＊令和６年４月１日現在 
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◎高齢者福祉 

 高齢化率の状況                                      単位：％ 

区 分 
平成 28年 

（2016年） 

平成 29年 

（2017年） 

平成 30年 

（2018年） 

令和元年 

（2019年） 

令和２年 

（2020年） 

令和３年 

（2021年） 

令和４年 

（2022年） 

令和５年 

（2023年） 

令和６年 

（2024年） 

国 27.0 27.5 28.0 28.3 28.6 28.9 29.0 29.1 29.2 

県 25.7 26.2 26.7 27.1 27.4 27.7 27.9 28.0 28.1 

市 25.2 25.8 26.3 26.8 27.1 27.5 27.8 27.9 28.1 

＊国：「人口推計」（総務省統計局）、県及び市：住民基本台帳、各４月１日現在） 

 

◎家庭児童福祉 

 合計特殊出生率の推移 

区 

分 
平成12年 
（2000年） 

平成 17 年 
（2005年） 

平成 22 年 
（2010年） 

平成 24 年 
（2012 年） 

平成 25 年 
（2013年） 

平成 26 年 
（2014年） 

平成 27 年 
（2015年） 

平成 28 年 
（2016年） 

平成29年 
（2017年） 

平成30年 
（2018年） 

令和元年 
（2019年） 

令和 2年 

（2020

年） 

令和 3年 

（2021

年） 

令和 4年

(2022

年) 

国 1.36  1.26  1.39  1.41  1.43  1.42  1.45  1.44  1.43  1.42 

1.49 

1.59 

1.36 1.33 1.30 1.26 

県 1.36  1.26  1.44  1.43  1.45  1.46  1.52  1.50  1.51  1.49 1.49 1.41 1.37 1.33 

市 1.52  1.38  1.52  1.51  1.54  1.56  1.60  1.53  1.57  1.59 1.53 1.48 1.44 1.42 

 

 就学前児童の保育状況                                  単位：人 

区 分 ０～５歳 保 育 所 幼 稚 園 認定こども園 地域型保育事業 家庭など 

H30 17,206 8,074 1,850 2,222 15 5,045 

R1 16,876 8,017 1,889 2,145 15 4,810 

R2 16,511 7,815 1,917 2,144 37 4,598 

R3 16,064 7,537 1,597 2,403 33 4,494 

R4 15,379 7,086 1,483 2,576 73 4,161 

R5 14,988 6,604 1,330 3,040 74 3,940 

R6 14,375 5,972 1,215 3,444 78 3,666 

              ＊各年度４月１日現在 

 

 児童厚生施設等の状況 

名   称 設置主体 箇 所 数 

子どもの遊び場 民   設 172 か所 

＊令和６年４月１日現在 

 

◎援護 

 民生委員・児童委員、主任児童委員の状況                          単位：人 

区   分 定   数 男 女 計 平均受持世帯数 

民生委員・児童委員 580 201 360 561 300 世帯 

うち主任児童委員 (89) (9) (79) (88) － 

＊令和６年４月１日現在 
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◎生活保護 

 被保護世帯数・被保護人員数・保護率の状況 

区 分 
被保護世帯数 

（世帯） 

被保護人員 

（人） 

 保護率（%）  

市 県 全国 

H28 5,097 6,709 2.20 2.54 1.69 

H29 5,205 6,781 2.22 2.50 1.68 

H30 5,166 6,672 2.19 2.46   1.66 

R1 5,118 6,549 2.15 2.41 1.64 

R2 5,213 6,559 2.16 2.38 1.63 

R3 5,289 6,615 2.18 2.35 1.62 

R4 5,291 6,538 2.16 2.33 1.62 

R5 5,287 6,469 2.15 2.32 1.62 

                      ＊被保護世帯数・被保護人員・保護率は年度平均 

 

 世帯類型別被保護世帯数                                  単位：人 

区 分 総   数 高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 そ の 他 

H28 5,097 2,383 278 829 880 727 

H29 5,205 2,522 286 831 886 680 

H30 5,166 2,589 261 818 861 637 

R1 5,118 2,605 253 784 839 637 

R2 5,213 2,679 252 737 866 679 

R3 5,289 2,757 252 764 849 667 

R4 5,291 2,808 238 792 811 642 

R5 5,287 2,810  228 816 799 634 

＊被保護世帯数は年度平均 

 

◎保健医療 

 医療関係施設 

区 分 病   院 診 療 所 歯科診療所 助 産 所 施 術 所 歯科技工所 衛生検査所 

久留米 32 310 196 9 314 75 3 

＊令和６年３月 31日現在 

 医務関係施設病床数  

区 分 
病   院 診 療 所 

一 般 精 神 感 染 結 核 療養病床 計 一 般 療養病床 

久留米 3,730 1,507 14 0 1,236 6,487 598 65 

＊令和６年３月 31日現在 
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子ども・重度障害者・ひとり親家庭等の支給状況                人数は年平均受給者数 

区 分 

子ども医療費 

R1 R2 R3 R4 R5 

県補助 市独自 拡大分 計 県補助 市独自 拡大分 計 県補助 市独自 計 県補助 市独自 計 県補助 市独自 計 

国保（人） 4,010 125 800 4,935 3,696 92 782 4,570 4,263 125 4,388 4,193 159 4,352 4,057 166 4,223 

社保（人） 27,576 1,628 6,317 35,521 27,502 1,693 6,484 35,679 33,146 2,412 35,558 32,623 2,465 35,088 32,121 2,596 34,717 

総計（人） 31,586 1,753 7,117 40,456 31,198 1,785 7,266 40,249 37,409 2,537 39,946 36,816 2,624 39,440 36,178 2,762 38,940 

支給額（千円） 811,445 70,516 75,314 957,275 663,886 70,516 75,314 796,176 858,740 96,943 955,683 875,813 87,677 963,490 1,017,392 137,348 1,154,740 

※「市独自」とは県補助対象年齢児のうち、所得制限を緩和し市独自に助成するもの。 

「拡大分」とは市独自に対象年齢を中学生まで拡大して助成するもの（令和２年度まで）。 

※平成 28年 10月から助成範囲を拡大したことに伴い、集計区分を変更し、１人当たり支給額は掲載していない。 

 

区 分 

重度障害者医療費 

R1 R2 R3 R4 R5 

県補助 市独自 計 県補助 市独自 計 県補助 市独自 計 県補助 市独自 計 県補助 市独自 計 

国保（人） 1,229 - 1,251 1,225 - 1,245 1,205 - 1,230 1,188 - 1,218 1,182 - 1,210 

社保（人） 1,247 - 1,327 1,294 - 1,388 1,280 - 1,381 1,263 - 1,367 1,243 - 1,349 

後期高齢者（人） 3,712 - 3,804 3,591 - 3,683 3,519 - 3,613 3,395 - 3,487 3,293 - 3,381 

総計（人） 6,188 - 6,382 6,110 - 6,316 6,004 - 6,224 5,846 - 6,072 5,718 - 5,940 

支給額（千円） 753,212 81,078 834,290 718,583 75,816 794,399 740,536 73,221 813,757 693,234 76,416 769,650 743,435 74,933 818,368 

一人当たり 

支給額（円） 
121,721 - 130,725 117,607 - 125,775 123,340 - 130,745 118,583 - 126,754 130,017 - 137,772 

 

区 分 
ひとり親家庭等医療費 

R1 R2 R3 R4 R5 

国保（人） 2,763 2,470 2,217 2,321 2,389 

社保（人） 4,474 4,135 3,676 3,823 4,258 

後期高齢者（人） 3 2 2 3 4 

総計（人） 7,240 6,607 5,895 6,147 6,651 

支給額（千円） 241,876 233,965 242,827 238,508 256,462 

一人当たり 

支給額（円） 33,408 35,411 41,192 38,801 38,560 



- 11 - 

◎国民健康保険 

年度 
加入世帯数 

(年間平均：世帯) 

被保険者数 

(年間平均：人) 

医療費 

(千円) 

一人当たり 

医療費(円) 

一世帯当たり 

保険料(円) 

現年度分 

収納率(％) 

R1 41,107 67,038 27,027,762 403,171 154,768 94.69 

R2 40,685 65,601 26,177,105 399,035 149,971 95.88 

R3 40,268 64,260 26,591,364 413,809 152,676 95.80 

R4 39,854 62,742 26,405,726 420,862 161,251 95.40 

R5 39,006 60,456 26,629,489 440,477 150,897 95.79 

 

◎後期高齢者医療 

 被保険者等の状況 

年度 
被保険者数（年度末：人） 現年度分 

収納率（％） 総数 75 歳以上 65～74 歳※ 

R1 41,394 39,735 1,659 99.16 

R2 41,301 39,599 1,702 99.45 

R3 42,238 40,579 1,659 99.42 

R4 43,546 42,024 1,522 99.29 

R5 45,326 43,875 1,451 99.41 

※障害認定者 

 

◎国民年金 

 被保険者等の状況 

年度 

被保険者数（人） 

総数 
第１号 

被保険者 

任意加入 

被保険者 

第３号 

被保険者 

H29 59,549 39,107 363 20,079 

H30 58,283 38,315 358 19,610 

R1 57,259 38,033 336 18,890 

R2 57,368 37,734 339 18,295 

R3 55,129 37,309 362 17,458 

R4 53,910 36,949 366 16,595 

R5 52,452 36,226 374 15,852 

＊各年度末現在 
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◎介護保険 

 被保険者数及び保険料収納状況 

第１号被保険者のいる 

世帯数 

第１号被保険者数（人） 令和５年度 

保険料収納率 65歳以上75歳未満 75 歳以上 計 

60,250 世帯 38,413 45,585 83,998 99.47％ 

※収納率は過年度分及び還付未済分を含まない。       ＊被保険者状況：令和６年３月 31日現在 

  要介護度別認定者数                                                                    （単位：人） 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

2,386 2,007 3,983 3,021 2,284 2,214 1,287 17,182 

令和６年３月 31日現在 

 

 サービス利用状況                                                   （単位：人） 

在宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス 利用者合計 

10,508 3,631 1,499 15,638 

令和６年３月 31日現在 

  

 

◎その他 

 市内社会福祉施設等の状況 

指定障害者支援施設 指定障害福祉サービス事業所 基準該当事業所 

種別 箇所数 定員 種別 箇所数 定員 種別 箇所数 定員 

指定障害者 

支援施設 
12 519 

指定障害福祉 

サービス事業所 
211 3,682 基準該当事業所 7 231 

老人福祉施設 児童福祉施設 母子福祉施設 

種別 箇所数 定員 種別 箇所数 定員 種別 箇所数 定員 

養護老人ホーム 1 125 
母子生活 

支援施設 
1 30 母子福祉センター 1 － 

軽費老人ホーム 

（Ａ型） 
1 50 保育所等 80 8,876 

 

軽費老人ホーム 

（ケアハウス） 
7 270 児童養護施設 1 60 

老人福祉センター 

（特Ａ型） 
2 － 

障害児 

入所施設 
1 150 

特別養護 

老人ホーム 
29 1,087 

児童発達 

支援センター 
2 45 

＊令和６年４月１日現在 

  



 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
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健康福祉部 
 

１．健康福祉部職員数 
（令和6年5月1日現在）

総務 1 1 1 1 1 1 4 10 1 11

地域福祉課 2 2 4 3 11 2 2 15

健康保険課 2 4 4 15 5 30 1 8 9 48

医療・年金課 1 4 2 4 11 4 4 19

障害者福祉課 1 2 3 17 23 2 7 8 40

長寿支援課 1 3 3 1 10 1 19 6 25

介護保険課 1 1 3 6 18 29 6 1 30 66

生活支援第１課 1 2 10 27 40 7 2 49

生活支援第２課 1 3 6 20 30 11 7 48

保健所･総務医薬課 1 1 1 1 1 2 1 1 3 1 1 14 1 15

保健所･衛生対策課 1 1 1 1 1 1 1 1 5 4 1 1 19 2 1 1 23

保健所･保健予防課 1 1 1 2 3 1 11 20 10 30

保健所･健康推進課 1 1 1 2 1 1 3 6 2 18 3 21

保健所･地域保健課 1 1 1 6 11 20 9 29

計 2 1 2 1 14 1 1 2 29 1 1 2 46 12 1 2 1 126 5 5 5 1 29 2 1 1 294 22 1 60 1 61 439

※育休型任期付非常勤職員及び臨時職員を除く。

【部付職員】

福岡県後期高齢者
医療広域連合

1 1 2 2

(福)久留米市社会
福祉協議会

1 1 1

計 1 1 1 3 3
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２．健康福祉部機構及び分掌事務

部　長

副市長

       調整に関すること。

（３） 生活保護費の給付に関すること。

（12）地域包括支援センターに関すること。

（９） 高齢者の生きがい対策に関すること。

　　　 (障害者福祉課、長寿支援課、児童保育課及び家庭子ども相談課所管の措置を除く。)

（１） 生活援護行政の総括に関すること。

（11）介護予防事業の実施に関すること。

（６） 所管に属する社会福祉法人の設立認可等に関すること。

（３） 後期高齢者医療に関すること。

（５） 国民年金事業に関すること。

（３） 医療関係事業団体との連絡調整に関すること(他課所管のものを除く。)。
（４） 子ども医療費、重度障害者医療費及びひとり親家庭等医療費に関すること。

（１） 医療費適正化施策の企画及び総合調整に関すること。
（２） 地域医療体制の整備に関すること。

総　　　　　務

地域福祉課

次　　　　　長
市　長

（12）社会福祉法人･社会福祉施設整備等審査会に関すること。

（１） 国民健康保険事業に関すること。

（７） 社会福祉審議会の総括に関すること。
（８） 社会福祉審議会民生委員審査専門分科会に関すること。

（５） 再犯防止に係る総合調整に関すること。

（８） 社会福祉審議会障害者福祉専門分科会及び同審査部会に関すること。

（２） 国民健康保険運営協議会に関すること。

（10） 届出保育施設等に係る報告の徴収及び設備等の調査に関すること。
（11）指導監査会議に関すること。

（９） 社会福祉法人及び社会福祉施設等の指導監査に関すること。

（１） 地域福祉の推進に関すること。

（６） 保護司会に関すること。

（４） 民生委員及び児童委員に関すること。

（２） 社会福祉協議会に関すること。
（３） 避難行動要支援者対策に関すること。

（６） 有料老人ホームの届出の受付等に関すること。

（８） 社会福祉審議会老人福祉専門分科会に関すること。

（５） 部に属する公益通報者保護に関すること（外部の労働者からの通報に限る。）。

（３） 部に属する情報の公開に関すること（保健所所管のものを除く。）。

　　 （保健所所管のものを除く。）。

（４） 指定自立支援医療機関に関すること。

（１） 高齢者施策の総合調整に関すること。

（６） 障害者支援施設の設置認可等に関すること。
（７） 障害福祉サービス事業等に係る届出等に関すること。

（９） 総合福祉会館に関すること。

（７） 保護施設の設置認可等に関すること。

（５） 社会援護に関すること。
（４） 生活保護に係る医療機関等への指定等に関すること。

（２） 高齢者の福祉に関すること。

（３）　要介護又は要支援の認定に関すること。
（２）  介護サービス事業者の指定及び指導等に関すること。
（１）  介護保険事業に関すること。

（７） 老人居宅生活支援事業に係る届出の受付等に関すること。

（３） 高齢者福祉施設の運営の助成に関すること。

（１） 障害者施策の総合調整に関すること。
（２） 身体障害者、知的障害者及び精神障害者の福祉に関すること。
（３） 特別障害者手当、障害児福祉手当その他福祉手当に関すること。

（５） 所管に属する社会福祉法人の設立認可等に関すること。

（４）　介護認定審査会に関すること。

（８） 生活困窮者の相談及び支援（他課所管のものを除く。）に関すること。　　

（５）　介護保険料の賦課及び徴収に関すること。
（６）　高齢者福祉施設整備の助成に関すること。

生活支援
第１課・第２課

健康保険課

医療・年金課

障害者福祉課

長寿支援課

介護保険課

（４） 所管に属する社会福祉法人の設立認可等に関すること。
（５） 老人福祉施設の設置認可等に関すること。

（１） 健康福祉行政の総合企画及び調整に関すること。

（４） 部に属する個人情報の開示、訂正、削除及び目的外利用の中止に関すること

（２） 部に属する予算及び事業に関する事務の総括に関すること。

（10）老人いこいの家(北野老人いこいの家を除く。)及び高齢者と子どもの交流施設に関すること。

（13）総合支所市民福祉課が分掌する課の所管に属する施設の管理運営に係る事務の指導及び

（２） 生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)その他の福祉関係法に基づく措置に関すること。
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（４）総合支所市民福祉課が分掌する課の主管に属する施設の管理運営に係る事務の

（７） 保健衛生に係る職員の専門研修及び実習生指導の企画及び実施の総括に関すること。

（４） 特定健康診査及び特定保健指導に関すること。
（５） 在宅医療に関する事務の企画及び調整に関すること。

（７） 歯科保健事業に関すること。

（４） 感染症診査協議会に関すること。
（５） 予防接種に関すること。

（１） 保健･健康づくり施策の総合調整に関すること。

（２） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関すること。
（３） 結核指定医療機関に関すること。

（８） 狂犬病予防に関すること。

（４） 旅館、興行場、理美容所その他の生活衛生関係営業に関すること。

（12）毒物及び劇物に関すること。

（１） 食品衛生に関すること。

（４） 保健所に属する個人情報の開示、訂正、削除及び目的外利用の中止に関すること。

保健所

総務医薬課
（６） 人口動態統計その他地域保健に係る統計に関すること。

（８） 病院、診療所及び衛生検査所等に関すること。

　　 指導及び調整に関すること。

（８） 小児慢性特定疾病及び特定疾患等難病患者の保健対策及び生活支援に関する

（３） と畜場に関すること。

（９） 医療従事者等の免許に関すること。
（10）死体解剖に関すること（他課所管のものを除く。）。
（11）薬事に関すること。

（７） 特定建築物における衛生的環境の確保に関すること。

（13）家庭用品安全対策に関すること。

（５） 温泉の利用許可及び衛生に関すること。
（６） 専用水道、簡易専用水道、飲用井戸等の衛生対策に関すること。

（２） 食鳥処理事業の規制及び食鳥検査に関すること。

（１） 保健所事務の企画及び調整に関すること。
（２） 保健所に属する予算及び事業に関する事務の総括に関すること。
（３） 保健所に属する情報の公開に関すること。

（11）衛生上の試験及び検査に関すること。

（１） 精神保健に関すること。

（３）南部保健センターの管理運営に関すること。

（５） 保健所運営協議会に関すること。

衛生対策課

保健予防課

（２） 保健指導、健康相談及び健康教室に関すること（地域保健課所管のものを除く。）。

健康推進課

地域保健課
（１） 地域保健に係る企画、調整及び実施に関すること。 
（２） 地域保健に係る保健指導、健康相談及び健康教室に関すること。 

（９） 動物愛護に関すること。
（10）化製場に関すること。

（３） 健康診査及び各種検診に関すること。

（６） 栄養相談、栄養指導及び栄養調査に関すること。

こと（障害者福祉課所管のものを除く。）。
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